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求する政治過程とロビー活動（医療保険政策 Health Insurance Policy）を、次に 1970 年代以降、
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界初の社会保険方式によって、疾病保険法（Health Insurance Bill, 1883 年）、災害保険（Accident 
Insurance Bill, 1884 年）、養老疾病保険（Old Age and Disability Insurance Bill, 1889 年）を矢継
ぎ早に導入し、先進諸国において社会保障制度確立の先駆けとなった。また、第二次世界大戦期（1942
年）の英国では、「ベヴァリッジ報告書（Beveridge Report）」が発表され、アトリー（Clement R. 
Attlee）労働党政権の誕生（1945 年）をもって、英国は福祉国家の道を歩み出した。その一例に
は政権公約の「揺り籠から墓場まで（From the Cradle to the Grave）」が挙げられ、国民保健サー
























推進するローズヴェルトに対して、米国医師会（AMA: American Medical Association）が待った
を掛けたからである。この国内有数の利益集団が掲げた旗幟は、新たな医療制度の構築にとって大

























「付加給付（fringe benefit）」の一環として「雇用主提供型医療保険（Employer-sponsored Health 
Insurance）」を提供した場合、その経費は税控除の対象と認めるという決定であった。この保険の
加入者は当初、僅か 60 万人（1945 年）に過ぎなかったが、10 年間で 3,800 万人（1954 年）にまで
急激に増加した。7）
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になり得たからである。実は、既存勢力の米国労働総同盟（AFL: American Federation of Labor）
に対し、全国労働関係法（National Labor Relations Act; 通称ワグナー法）を背景に、新たに産業

















給され、連邦政府の保健福祉省（米国公衆衛生局 PHS: Public Health Service）と州政府が相互に
医療供給を保障する医療扶助制度である。供給主体が州政府になることから、その調査や扶助の方
法・内容には各州の個性が現れる。後者のメディケアは高齢者（65 才以上）と一定の障害者向け
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師（NP: Nurse Practitioner）である（1965 年）。前者 PA の場合はデューク大学で、ベトナム戦
争の帰還衛生兵「メディック（Medic）」4 名の訓練から開始された。後者 NP の場合は、コロラ
ド大学に NP 講座が小児医療保健部門に初めて開設された。このプライマリケア医不足と医師の




た。そこで 1971 年には医療費抑制に、1976 年には医師養成の拡大路線の見直しに、と方向転換
が図られた。この間にも、医師助手と診療看護師は着実な創成期を歩んでいる。医師助手は 1973
年、第 1 回試験が実施され、1974 年には職能団体 American Academy of Physician Assistants

















門職大学院 博士課程）で 4 年間の就学後に、医師試験（USMLE: United States Medical Licensing 
Examination）が控えている。ここでは基礎医学試験と臨床医学試験（知識と技能の二つ）、総合
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 ・Step2 CK: Clinical Knowledge（臨床知識）








にレジデンシー（Residency）として 3 年間から 6 年間、特定診療科を経験し、認定試験（Board 
Certification Examination）を通過後に「一般医」や「総合医」のような称号（Board）が付与され、
医師としての自立が可能になる。最後のフェローシップ（Fellowship）の段階では専門医研修に入り、










救急診療部（ER: Emergency room）、専門・総合集中治療部（ICU: Intensive Care Unit）、診療所
（Physicians office）、産科・助産施設（ObGyn）、高齢者施設（Nursing home）などに就業し、専


















は PA と同じく、診療や診断、処方、紹介が可能である。その養成は大学院の修士課程（2 年制と
3 年制がある）で施され、一般医療型教育システムの PA とは違い、専門特化型のカリキュラムが
設定される。NP は医師から独立した患者への接遇が尊重されるが、それが教育内容に反映されて
いる。したがって、NP の場合は開業も可能（開業権）であり、医師とは協力・独立関係を維持し
















る。それに対して NP（診療看護師）は、正看護師（RN: Registered Nurse）が医療現場で抱いた
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沢な保険プラン（「プラチナ」は医療費の 90% をカバー、「ゴールド」は同 80%、「シルバー」は同
70%、「ブロンズ」は同 60%）も用意されてはいるが、その分は毎年の掛け金が上昇することになる。
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は、首都を含めた 51 州のうち、23 州で医師の介入が不必要である。４州では医師の監督・協力が
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必要とされるものの、両者の関係が実際に書面に記載される必要はない。残り 24 州の場合は、こ
れを書面に残す必要がある。後者については、51 州のうち 15 州が医師の介入がなくても、処方箋
を発行することが可能である（全て 2010 年時点）。22）
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看護師法 附則第 29 条）。この特定行為は本来、厚生労働省によると「診療の補助であり、看護師
が手順書により行う場合には、実践的な理解力、思考力及び判断力並びに高度かつ専門的な知識及




























医師・歯科医師があらかじめ作成した ｢手順書｣ に基づいて看護師が行える ｢特定行為（診
療の補助）｣ が明確になりました。
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けいれん剤の臨時の投与 35、抗精神病薬の臨時の投与 36、抗不安薬の臨時の投与 37。【㉑皮膚損傷に
係る薬剤投与関連】抗癌剤その他の薬剤が血管外に漏出したときのステロイド薬の局所注射及び投
与量の調整 38。

